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塚田修一「旧軍用地から団地への転用に関する一考察―東京都北区の団地をフィールドとして」『三田社会学』
第29号（2024年 7月）　69-79頁

1．はじめに
本研究は、戦後の集合住宅―後にそれは「団地」と呼ばれる―の空間形成の営みと過程を、
旧軍用地 1）との関わりに着目して明らかにするものである。
若林幹夫は、かつての団地が有していた「輝き」の構造について論じている。すなわち、団地の住
戸のあり方や空間構成に、内在し体現されていた、「人間」や「都市」や「社会」の新しいあり方を
めぐる理念や思想が輝いていたこと、また団地に入居した個人や集団の新しい価値観や社会的なあり
方が輝いていたこと、そして社会全体のレベルでも、戦後復興と近代化と産業化によってそれまでの
過去を否定し、新たな理想や夢を実現しようとするものとして輝いていたことを指摘している（若林
2016：36-37）。
確かに、団地は戦後日本に現れた「新しい」空間であり、「新しい」社会であった。しかし、本研究
が目を向けるのは団地空間の歴史性である。後に論じるように、戦後の団地の多くが旧軍用地に建造
されており、それら旧軍用地に建造された団地空間の具体的な形成過程において、しばしばその旧軍
用地であったという履歴によって規定されていた。その意味で、「新しい」空間である団地は、軍用地
であった「過去」と連続性を有しているのである。本研究は、東京都北区赤羽地区に所在する二つの
団地を具体的なフィールドとして、旧軍用地が住空間に作り替えられる営みと過程を記述していく。

2．先行研究の整理と本稿の位置付け
団地についての先行研究は、「団地の社会学」の決定版とも言うべき倉沢編（1990）を始め、最近
では岡村（2019）など、枚挙に暇が無い。それらは主として高度経済成長期以降に建造された団地
の「コミュニティ」に照準を合わせてきた。また原（2012）は、1960年代の団地において形成され
たコミュニティに「政治」が介在していたことを論じている。さらに朴（2019）は、本研究でも考
察する都営桐ヶ丘団地をフィールドとした、老いゆく団地コミュニティについてのエスノグラフィー
を展開している。このように、団地における「コミュニティ」に焦点を合わせてきた先行研究に対
し、本研究が着目するのは、団地の建つ空間の履歴である。
さらに旧軍用地の転用の実情に関しては、主に人文地理学からの研究が蓄積されている。例を挙げ
ると、旧軍用地転用研究の嚆矢である宮木（1964）、首都圏の軍事飛行場の転用状況を調査した松山
（1997）や、全国の主要都市の旧軍用地の転用を調査した今村（2017）などがある。また、旧軍用地
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の住宅への転用事例にフォーカスした研究は殆ど存在しないものの、杉野（2015）は全国の旧軍用
地の住宅への転用の概要を記述している。
これらの研究は、日本各地にある旧軍用地の存在を指摘し、戦後社会における土地利用の実態を明
らかにした。しかし、①依拠する資料が主として大蔵省管財局文書といった公文書であること、そ
してそれが一因となって、②「どの旧軍用地が、何に転用されたのか」という結果の調査・記述であ
り、その転用の過程を描くという視点が欠落している。また、③これらの研究で記述されるのはあ
くまで土地（利用）についてであり、「住まい」をめぐる人々の具体的な営みは描けていない。本研
究は転用の「結果」の記述ではなく、住空間への転用の「営み」と「過程」に着目し記述するもので
あり、これら先行研究の欠を埋めるものである。
本研究では、区史や、『桐ヶ丘三十五年史』（桐ヶ丘三十五年史編纂委員会編1981）、建築関連雑誌

等を主な資料として、旧軍用地が住空間へ転用される社会的・地域的条件、および住民たちが旧軍用
地ゆえの悪条件と格闘しつつ、創意工夫によって住空間を作り上げていく営みや、空間的制約と折り
合いをつけ、乗り越える過程を明らかにしていく。
以下、戦後の日本社会において旧軍用地が住空間へと転用される社会的条件と、東京都北区におけ
る旧軍用地の住宅転用に関する地域的条件を確認し（ 3章）、北区内の旧軍用地を転用した二つの住
空間形成の営みと過程を記述する（ 4、5章）。

3．旧軍用地の住宅転用の社会的・地域的条件
⑴　旧軍用地の住宅転用
戦争が日本全土にもたらした深刻な事態の一つが、住宅不足であった。敗戦直後の日本は、空襲に
よる罹災、および戦時中の建物疎開や住宅供給不足に加え、敗戦後には海外からの引揚者もあり、都
市住宅の 2分の 1、全国住宅の 3分の 1にあたる420万戸という莫大な数の住宅が不足しているとさ
れた（西山1952：8-10）。そのため、緊急対策として1945年 9月 4日に罹災都市応急簡易住宅建築要
綱が閣議決定され、家を失った人々の越冬対策として全国主要戦災都市で30万戸の応急簡易住宅の
建設が計画され、同時に遊休建物（不用となった元軍用建物・工員寄宿舎、罹災堅牢建物等）の住宅
化が計画された（越沢1991：75）。
そこで注目されたのが旧軍用地である。戦災復興院が発行した『復興情報』昭和21年 5月号には、

「舊軍用建物等既存建物の住宅転用」と題する記事が掲載されており、旧軍用地の住宅転用の方針に
ついて詳述している。そこでは「元軍使用の土地及び建物は、此の際應急の處置として之を戦災者
等要保護者の越冬用及び外地引揚者の収容施設竝に簡易住宅敷地として充當するものとし」ている
（『復興情報』昭和21年 5月号：16）。後に検討する都営桐ヶ丘団地の前身である赤羽郷は、赤羽火薬
庫跡を主に引揚者を対象とした住宅へと転用した事例である 2）。
杉野圀明によれば、旧軍用地の住宅用地への転換は、大きく四つの形態を取って行われたという。
すなわち、①主として大蔵省および各省が所管する国家公務員住宅として、また地方公共団体によ
る地方公務員住宅として旧軍用地を転用するという形態、②地方公共団体が取得した旧軍用地に住
宅を建築し、これを県営住宅あるいは市営住宅として一般市民に賃貸あるいは分譲するという形態、
③日本住宅公団が旧軍用地を取得し、そこに住宅を建設したのち、一般市民に賃貸するという形態、
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④大蔵省が各地方財務局を通じて、官舎や宿舎などの居住施設を民間（個人）へ住宅用地として売
り払うという形態である（杉野2015：512-513）。この分類に従えば、本研究で扱う桐ヶ丘団地（赤
羽郷）は②に、赤羽台団地は③に該当する。東京都内の②に該当する旧軍用地を挙げたものが表 1
である。

表 1　東京都における住宅用地としての旧軍用地取得状況

取得者名 取得面積（m2） 年次（昭和） 旧軍用施設口座名 用途目的
東京都 25504 26 61独立歩兵団司令部東部軍法部 都営住宅
同 40035 25 陸軍大学校 都営住宅
同 10855 39 海軍経理学校築地分校 都営住宅
同 13996 45 同 都営住宅
同 87808 26 陸軍戸山学校 都営住宅
同 44286 46 陸軍幼年学校 都営住宅
同 12384 45 陸軍技術本部 都営住宅
同 14938 26 赤羽練兵場及作業場 都営庶民住宅
同 12829 27 東京第二陸軍造兵廠王子工場 都営住宅
同 13444 26 陸軍兵器補給廠赤羽火薬庫 公営住宅
同 28366 37 同 公営住宅
同 39273 38 同 公営住宅
同 48182 40 同 公営住宅
同 16565 39 陸軍兵器補給廠本部（東京） 公営住宅
同 38682 25 東二陸軍造兵廠滝野川分工場 都営住宅
同 15557 25 陸軍獣医学校 都営庶民住宅
同 22051 30 駒場練兵場 公営住宅
同 13620 39 陸軍航空工廠合同宿舎 都営住宅
同 16517 40 同 都営住宅
同 14218 43 立川陸軍航空廠合同宿舎 都営改良住宅
同 13025 28 立川陸軍航空廠拘引宿舎 都営住宅
同 13623 26 陸軍航空隊神代村兵舎 都営住宅
調布市 53852 34 調布陸軍飛行場 市営住宅

杉野（2015）：517-518より作成

表 1を見ると、東京都内では北区における転用事例が多いことに気が付く。その事情について、
次節で説明していこう。

⑵　城北の軍都
現在の東京都北区（旧王子区および滝野川区）の地が戦前の東京において占めていた特有の地位
は、区内全体が軍事的な性格をもった町として発展していった点である。1872年頃に赤羽火薬庫、
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1876年に滝野川に板橋火薬製造所の分工場ができたのをきっかけとして、王子地区では王子や十条
や豊島に、岩淵地区では袋や赤羽や稲付に、兵舎や軍の工場、倉庫などが広大な面積を占めて設けら
れるに至る（東京都北区役所1972：350-351）。代表的なものを挙げると、現在の赤羽台には、独立
工兵第二十一連隊、近衛工兵第一連隊、陸軍被服本廠が所在し、十条台には陸軍第一造兵廠が、王子
には陸軍第二造兵廠王子工場がそれぞれ所在していた。
こうして戦前における北区は、首都東京における一大軍都の様相を呈するようになる。表 2は、
戦後、1948年 9月末時点での東京23区における旧軍用地の占める件数・面積・比率を示したもので
あるが、北区内の軍用地は、23区内で最も高い8.4％を占めていた 3）。

表 2　東京23区別旧軍用地件数・面積・比率（1948年 9月末現在）

面積（m2）
旧軍用地

件数 面積（m2） 比率（%）
千代田区 11270000 24 402521 3.6

中央区 8150000 6 87945 1.1

港区 17030000 20 859023 5.0

新宿区 18320000 18 1457405 8.0

文京区 10820000 6 68036 0.7

台東区 10210000 2 1640

墨田区 14140000 1 1884

江東区 18240000 3 156225 0.9

品川区 15800000 3 279124 1.8

目黒区 14580000 7 349724 2.4

大田区 45090000 3 17048

世田谷区 60150000 29 1375348 2.3

渋谷区 15090000 7 1126722 8.0

中野区 15260000 4 289539 1.9

杉並区 33760000 2 85302 0.2

豊島区 13130000 ― ―
北区 20970000 18 1764665 8.4

荒川区 10460000 1 110032 1.1

板橋区 33820000 7 929917 2.7

練馬区 46050000 3 1883326 4.1

足立区 52980000 ― ― ―
葛飾区 35420000 1 17015 ―
江戸川区 46340000 ― ― ―
区域合計 57608000000 165 11262441 2.0

東京都北区（1971）：148-149より作成

三田社会学第29号（2024）

72



この広大な軍用地が、戦後北区に残されることになる。そして北区の戦後復興は、これらの旧軍用
地の転用を柱として行われていく。

⑶　軍用地から団地へ
戦後、米軍によって接収され、TOD（TOKYO ORDNANCE DEPOT＝東京兵器補給廠）地区となっ 
ていた旧軍用地もあるが、旧陸軍被服本廠（TODエリア 3）は1958年に、陸軍第一造兵廠（TODエリ
ア 4など）は1972年に順次解放され、1972年までに全ての北区の旧軍用地が解放・転用されている。
北区におけるこれら旧軍用地の転用に関する特徴の一つは、表 3からわかるように、集合住宅

（団地）へと転用された件数の多さである。

表 3　北区内の公共住宅団地（1969年 8月 1日現在）

種別 棟数 戸数 左のうち旧軍用地
開放による戸数

日本住宅公団 55 3422 3422

都営住宅（第 1種） 997 5231 3382

都営住宅（第 2種） 153 3137 1705

都営住宅（改良住宅） 30 1136 740

都営住宅（母子住宅） 3 81 56

都営住宅（引揚者寮） 1 22 22

東京都住宅供給公社賃貸住宅 2 56 ―

東京都北区役所（1972）：660より作成

このように、北区の旧軍用地は戦後に集合住宅（団地）へと姿を変える。『新修北区史』（東京都北
区役所1972）は、戦後の北区の様子を次のように描写している。

空から区内をみると、赤羽駅の西方にコンクリートの高層住宅街が連なり、荒川沿いの中小工場
群や古い密集した住宅街と対照をなしている。この高層住宅街が、日本住宅公団の赤羽台団地と
都営の桐ヶ丘団地である。赤羽台団地は五～七階建て五五棟からなり、三、四二二戸を収容する
ものであり、一カ所としては都区内はもとより三多摩にも赤羽台に匹敵する規模をもつ団地は少
ない。桐ヶ丘団地とならんで比較的都心に近い地域で、かかる大量に団地開発ができたのは、旧
軍用地が利用しえたからにほかならない。その地域は終戦まで陸軍被服本廠や陸軍火薬庫、赤羽
練兵場などのあったところである。（東京都北区役所1972：633）

ここまで見てきたように、国による、敗戦後の住宅難への対策として旧軍用地を活用するという方
針と、軍都であったが故に、戦後、広大な面積の旧軍用地が残存していたという北区内の状況が合致
することによって、旧軍用地の集合住宅（団地）への転用が進められていった。
次に、北区内の旧軍用地を転用した二つの団地をフィールドとして、旧軍用地がどのように住空間
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へと作り変えられたのか、すなわち、旧軍用地を住空間に作り変える営みと過程を考察していこう。
本研究がフィールドとするのは、北区赤羽地区に所在する都営桐ヶ丘団地の前身である赤羽郷、
および公団赤羽台団地である。桐ヶ丘団地（赤羽郷）は旧陸軍赤羽火薬庫の跡地を利用した集合住
宅であり、赤羽台団地は旧陸軍被服本廠跡に、米軍による接収およびTOD（TOKYO ORDNANCE 
DEPOT＝東京兵器補給廠）地区としての利用を経て、返還後に当地に建造された団地である。

4．旧軍用地に住まう営み
⑴　悪条件との格闘
既に述べたように、都営桐ヶ丘団地となる空間は、旧陸軍赤羽火薬庫跡地に当たり、15万坪の敷地
の中に散在する壕舎や兵舎に引揚者や戦災者500世帯、2000名を収容する大規模なものであり、この
応急住宅地は「赤羽郷」（あるいは「火薬庫住宅」）と呼ばれた（桐ヶ丘三十五年史編纂委員会1981：
133-134）。
当団地住民による記録集『桐ヶ丘三十五年史』（桐ヶ丘三十五年史編纂委員会1981）から、火薬庫

という旧軍用地をいかにして住空間へ作り替えていったのかを読み取ることができる。
終戦直後の火薬庫跡の状況は、以下のようであった。

火薬庫は壁が鉄筋コンクリート造り、屋根が瓦ぶきの高床式建物で、床面積が十八米×六米位
あった。内装は壁が分厚い木板張りで床がコンクリート、天井は無しという構造であったが、な
かにはショック防止のためか床と壁の全面にコルク板を張り廻らした火薬庫もあった。出入口は
一個所で銅板を張った頑丈な扉が取り付けられ、大人がやっと手のとどく高さに小さな窓があっ
て、鉄格子と扉がついていた。こうした火薬庫は一棟ごとに高さ五米を越える土手によってげん
重に境界され、土手に掘られたトンネルが通路になっているところが多かった。土手やトンネル
は貯蔵してある火薬類の誘爆防止を目的としたもので、同じ理由から高い頑丈なコンクリート製 
の障碍壁もいたるところに設けられていた。火薬庫を結ぶ通路にはトロッコの線路が敷かれ、広 
大な火薬廠全体にトロッコの線路が縦横に走っていた。（桐ヶ丘三十五年史編纂委員会1981：133-
134）

このような火薬庫跡であるが故の悪条件と格闘しながら、住空間（赤羽郷）へと作り替えていく必
要があった。その具体的な様子は以下の記述に見ることができる。

入居して最初の仕事は部屋づくりであった。なにしろ畳はおろか電気も水道もないのである。空
屋の火薬庫から内装の壁板をはがしてきて一家族単位の境界をつくるところから始まった。その
頃は床面積十八米×六米のなかに二ないし三家族が入居していたのだが、部屋づくりといって
も、好みの片隅に低い板囲いをするだけであった。（桐ヶ丘三十五年史編纂委員会1981：134）

また朴（2019）は、赤羽郷の旧住民の次のような語りを収集している。
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主人の親戚が満州からの引揚者だったから、主人が田舎から出てきて（赤羽郷で）同居したの。
結婚して、最初びっくりしたのよ。私たちの火薬庫跡には南側の六畳の四部屋、北側四・五畳の
五つで九世帯が一つの建物に住んでいたの。隣りの人のしゃべっていることが全部聞こえる。押
入れで仕切られたから。私のところが一番奥で断水したり、手洗いも傘をさして、飲み水もト
ロッコで運んだりした。（朴2019：101）

⑵　住民たちの創意工夫
こうした火薬庫跡ゆえの悪条件と格闘しながら住空間へ作り替えていく一方で、赤羽郷の人々は、
この空間をしたたかに使いこなしてもいた。

「赤羽郷」のなかには、トロッコの線路が縦横に走っていた。（中略）このトロッコが「赤羽郷」
の時代には大いに活躍した。（中略）大人の用途はいうまでもなく運搬具であるが、とくに生活
用水の運搬にはたしたトロッコの価値は計りしれないものがある。当時「赤羽郷」には井戸が数
個所しかなく、遠いところでは五〇〇米以上も生活用水を運搬しなければならなかった。（中略）
もしトロッコがなく、その水を人間の手や肩によって運搬したとしたら「赤羽郷」の生活はさら
にみじめであったに違いない。（桐ヶ丘三十五年史編纂委員会1981：135）

このように、赤羽郷の住民たちは、アドホックに創意工夫を凝らして火薬庫跡に住空間を作り上げ
ていったのである。また、そこでは住民たち各々が持てる知識と技術を駆使してもいた。

ともかく何もなくて、床の木をはがすとコンクリートが出て来てしまう。よその棟へ行って板を
はがして、平野さんに見つかり、怒られたりしました。ともかくただ建物の中に収容されたとい
うだけで、台所も何もない、倉庫なのだから、電気もなくてローソクを使っていたのですが、そ
れでは困るから電気を引こうということになり、配線の知識のある私と、富田さんがやることに 
して、東電から盗電して裸電球を各棟につけたのです。（桐ヶ丘三十五年史編纂委員会1981：58）

すなわち、赤羽郷の形成過程から見えてくるのは、旧軍用地ゆえの悪条件と格闘しつつも、創意工
夫によって住空間を作り上げていく営みである。

1952年、赤羽郷に隣接する旧赤羽工兵隊跡地への住宅建築が計画され、1955年に桐ヶ丘団地の
建造が始まる（桐ヶ丘三十五年史編纂委員会1981：168）。1957年 6月には起工式が大々的に行わ
れ、「日本一のアパート街をつくる」と報じられている（『朝日新聞』1957年 6月12日）。『朝日新聞』
1961年12月21日号は、赤羽郷＝火薬庫住宅と、周りに建造されている都営桐ヶ丘団地の様子を、「い
まは時代にとり残された火薬庫と、明るい団地とが隣合い、きわ立った対照を見せている」と伝えて
いる。赤羽郷の住民たちも退去し、赤羽郷は桐ヶ丘団地へと建て替えられていく。現在、赤羽郷は、
桐ヶ丘団地前のバス停名としてのみ残っている。
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⑶　赤羽郷から桐ヶ丘団地へ引き継がれたもの
赤羽郷の住民たちは、新しく建造された桐ヶ丘団地に優先的に入居できた（『Habitant』1992年 6
月号：25）。しかしながら、家賃の問題で、桐ヶ丘団地に入居できなかった住民も多かったという 4）

（朴2019：106-107）。興味深いのは、「新しい」桐ヶ丘団地においても、赤羽郷での営みの中で生ま
れたものが引き継がれていたことである。ここではそれを二点指摘しておこう。
一つは、赤羽郷において形成された互助団体としての共同売店である。郷内の引揚者住宅に暮
らす、「無一文で帰国し身寄りのない人達」が集まり、「自分達の力で自分達の生活を守るための
話し合いを行ない、互助活動がスタート」させた。 8人の有志が、それぞれ厚生資金を借入れ計
二七万五千円を元手にして、引揚者住宅の軒先に仮店舗を作り、生活必需品の販売活動を始める。
当初は届け出をせずに「赤羽五丁目生協」と名乗って活動していたが、昭和三十年（1955年）頃
から桐ヶ丘団地の造成工事が始まると、当団地において正式に生協化する話し合いが進められ、昭
和三十二年（1957年）に、正式に桐ヶ丘文化生協が誕生する（桐ヶ丘三十五年史編纂委員会1981：
119）。すなわち、赤羽郷内で形成された互助団体としての共同売店が、桐ヶ丘団地でも引き継がれ、
展開していくのである。
もう一つが赤羽郷内の区画整理である。当初の赤羽郷の住所は、全部ひっくるめて赤羽五丁目
一三二〇番地であり、郵便局も困っていたという。そこで住民の自治組織である赤羽郷運営協議会が、
郷内を東西南北、中の各区に分け、その各区を細分化し、各棟に「棟長」を置いて、その棟の責任者
とし、連絡、配給、治安などを受け持つようにした（桐ヶ丘三十五年史編纂委員会1981：58、95）。
桐ヶ丘団地になってもこの区画の分け方は引き継がれ、団地に「E」「W」「N」棟と各棟の番号の上
に分類の文字が付されることになる。すなわち、赤羽郷における空間の配置と把握が、後の桐ヶ丘団
地においても引き継がれたということである。こうした、旧軍用地の団地における空間の配置と把握
の連続性という点については、次に検討する赤羽台団地においてより顕著に観察することができる。

5．旧軍用地という履歴に規定された団地空間
⑴　陸軍被服本廠から赤羽台団地へ
赤羽郷が桐ヶ丘団地へと建て替えられるプロセスが進行していた頃、道路を隔てた旧陸軍被服本廠
跡地に赤羽台団地が建造されていた。すでに確認したように、陸軍被服本廠は1945年の敗戦後に米
軍により接収され、TODエリア 3となる 5）。1958年に接収が解除された後、当地は日本住宅公団に
払い下げられ、1962年に赤羽台団地が建造された 6）。それまでの主流であった郊外型の団地とは異
なる、23区内で初めて3000戸を超える、大規模かつ高密度の団地開発であり、国や都からは将来の
東京のモデルとなる団地の空間形成が期待された（木下・植田2014：133）。

⑵　赤羽台団地の住棟配置を規定したもの
この赤羽台団地の空間の最大の特徴は、住棟の配置の多様さである。住棟を90度振って配置する

「直行配置」や、中庭を大きく囲い込む配置である「囲い込み配置」、また「スターハウス」と呼ばれ
るY字型の特徴ある住棟を敷地の外側の台地縁辺部に配置してビューポイントを設けるなど、様々
な試みが行われている（山口2003：59）。この配置計画を規定したのが、旧被服本廠時代からこの空
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間に残る、重車両が行き来していた堅牢な道路であった。赤羽台団地の計画メモは、この事情を次の
ように記述している。

ここにて赤羽台団地の団地計画を支配するものはこの道路の軸であった。この道路はこの敷地内
にあった旧軍施設の既存道路に乗っている故に、これと並行、直行して走る敷地内の既存道路は
にわかに脚光をあびることとなり、それがこの団地のこの後の配置計画、及び実施案を大きく支
配することになったのである。（「赤羽台団地計画メモ」『国際建築』1962年 4月号：32）

この旧被服本廠が残した道路を機軸にして住棟を並行配置すると、南から45度ふれることになり、
そこから90度ふった住棟も南の光を取り込むことができるという論理によって、単純な並行配置だ
けでなく、それに直行した住棟を配置する「直行配置」や、それらを組み合わせて中庭を囲む「囲い
込み配置」が出現することになったのである（篠原2008：147-148）。
すなわち、赤羽台団地の計画および建造は、旧軍用地であるがゆえの空間的条件と折り合いをつ
け、それを乗り越える作業であった。
赤羽台団地は2000年より、都市再生機構による建て替え事業が進められており、順次、ヌーヴェ
ル赤羽台へと姿を替えている。興味深いのは、建て替えの計画においても縦横の道路と住棟の囲み配
置が継承されていることである 7）。その意味で、旧被服本廠が残した道路は、現在もなお、この団
地空間を規定し続けていると言えよう。

6．おわりに
本研究で明らかになったのは、およそ以下の事柄である。
戦後の日本社会において旧軍用地が住空間へと転用される社会的条件と、東京都北区における旧軍
用地の住宅転用に関する地域的条件を確認したうえで、旧陸軍赤羽火薬庫跡に建造された赤羽郷（後
の桐ヶ丘団地）の形成過程より明らかになるのは、住民たちが、旧軍用地ゆえの悪条件と格闘しつ
つ、創意工夫によって住空間を作り上げていく営みである。また、赤羽郷でのそうした営みの中から
生まれた住民間の互助団体が、後の桐ヶ丘団地に引き継がれていくことを明らかにした。そして、旧
陸軍被服本廠跡が米軍に接収され、開放された後の空間に建造された赤羽台団地の計画過程から見出
せるのは、旧軍用地という履歴によって団地空間が規定されており、その空間的制約と折り合いをつ
け、それを乗り越える営みであった。
以上のように、本研究は、「新しい」空間として理解される団地空間が、旧軍用地という履歴に規
定されており、「過去」との連続性を有していることを指摘するものである。とりわけ、赤羽郷にお
ける住民間の互助団体が、桐ヶ丘団地に引き継がれることは興味深い。団地に関する社会学的な研究
が、高度経済成長期以降の団地に見出し論じてきた「コミュニティ」の原型を、団地以前の赤羽郷で
の営みの中に見出すことができるからである。このように本研究は、これまで主に「コミュニティ」
を論じてきた団地の社会学的な研究に対し、「空間の履歴」に着目することにより、新たな視点と知
見を付け加えるものである。
また、本研究による、団地空間における「過去」との連続性の指摘は、山之内靖らによる、戦前
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（戦中）の総力戦体制と戦後の民主主義や福祉国家体制が通底していたことを論じる「総力戦体制」
論（山之内ほか2015）と結びつき得るものであり、またそうした議論と団地研究とを架橋する可能
性を有している。

【付記】
本研究は、公益財団法人窓研究所2022年度研究助成による研究成果の一部である。

【註】
1）本研究における軍用地とは、「戦前・戦時の日本の陸海軍が独占的な管轄権を持って使用していた国有地」
（荒川2007：1）を指す。具体的には、飛行場、官営の軍需工場、軍需物資保管倉庫などの軍事施設が設置さ
れていた土地である。

2）桐ヶ丘団地のように、東京都内における旧軍用地から戦災者・引揚者用住宅を経て公営住宅へと転用された
例として、野砲兵第一聯隊兵舎を転用した世田谷郷（現都営下馬アパート・世田谷区）や、陸軍戸山学校お
よび陸軍幼年学校を転用した都営戸山ハイツアパート（新宿区）、近衛歩兵第四聯隊付属庭園跡を転用した都
営霞ヶ丘アパート（新宿区）などがある。世田谷郷および戸山ハイツアパートの研究として、後藤・松下・
塚田（2023）がある。

3）なお、表 2に示した面積は国有地に限っており、民有地借用分を加えた北区の実際の軍用地面積は、敗戦時
約2.1平方キロメートル（62万 4千坪余り）で、北区総面積のほぼ10％に該当する（東京都北区1971：147-
148）。

4）区議会議員として、赤羽郷から桐ヶ丘団地への移転に関わった人物は、次のように述べている。「引揚げ者
住宅は、赤羽郷が六帖で家賃が一〇〇円か二〇〇円。木造は家賃五〇〇円で六帖と四・五帖と台所がちゃん
とあるし、庭もある。中国からの引揚げ者にあんまりひどい思いはさせたくないというので待遇はよかった。
ところが、新しい鉄筋の団地（引用者注 桐ヶ丘団地）は家賃が二千円だ、三千円だという話でしたから」
（桐ヶ丘三十五年史編纂委員会1981：155）。

5）この戦後の旧被服本廠の様子を司修『赤羽モンマルトル』は、次のように描写している。「赤羽駅のプラット
ホームに立つと、軍の被服廠だったレンガの建物が、夕方、陽の陰となってエキゾチックな景色に見え、僕
たちはその丘のことを赤羽モンマルトルといっていた。ついでのことなので、町からだいぶ離れて流れる荒
川をセーヌの代用にして土手を歩き、スーチンを語り、モディリアニやピカソ、それにゴッホ、ゴーギャン
などエコール・ド・パリの画家たちの生きざまを語った。彼等の絵に惹かれるというより、恵まれぬ境遇に
自分たちの姿を重ね、慰めていたのであろう」（司1986：131）。

6）日本住宅公団に払い下げが決定したニュースは、たとえば公団の発行冊子において次のように伝えられてい
る。「本所土地調査室では、さきに接収解除になった東京都北区赤羽の在日米軍兵器所跡第 3地区約29万平方
メートル（ 8万 8千坪）の国有地に公団住宅を造るため、大蔵省当局と接渉を続けてきたが、先月やつと地
元との話合いもつき国の現物出資の形で公団へ払下げることに決定した。同地区は北区中央公園をすぐ側に
控え、環境上、交通の便など住宅地区として第一級地に属しており、ここに約 4千戸の賃貸住宅を 2カ年計
画で建設する予定で、34年度はとりあえず半分の 2千戸を実施することになつた。団地中央位置に10階建高
層 4棟を向い合わせて建て、団地内には小学校、中学校、集会所、診療所、託児所などの共同施設を完備す
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るなど現在その準備を急いでいるが、完成の暁には都内随一の理想的な中高層アパート街が誕生することに
なる。」（『いえなみ』VOL.4, NO.40：52）

7）ヌーヴェル赤羽台の建て替え設計に携わる都市再生機構の職員は、次のように説明している。「既存団地は印
象的な景観をつくり出す住棟の直交配置や大きな囲み配置、ポイント住棟などで構成され、深い緑が全体を
包んでいる。建て替え計画においても団地の骨格を継承する縦横の道路と緑の軸の下、緩やかな囲み配置の
マスタープランとした」（『新建築』2009年 8月：66）。
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